
平成28年
県民意識調査

満足群の割合 不満群の割合
満足群・不満群
の割合による
区　　　　　分

　※満足群・不満群の割合による区分
　　　Ⅰ：満足群の割合40％以上
　　　　　　かつ不満群の割合20％未満
　　　Ⅱ：「Ⅰ」及び「Ⅲ」以外
　　　Ⅲ：満足群の割合40％未満
　　　　　　かつ不満群の割合20％以上

(満足＋やや満足) (やや不満＋不満)

33.9% 21.3% Ⅲ

　■達成率（%）　フロー型の指標：実績値／目標値　　ストック型の指標：（実績値－初期値）／（目標値－初期値）
　　　　　　　　　　　　目標値を下回ることを目標とする指標：（初期値－実績値）／（初期値－目標値）

初期値 目標値 実績値 達成度 計画期間目標値

1 津波被災農地の復旧面積（ha）［累計］
0ha
(0%)

12,760ha
(98.2%)

12,895ha
(99.2%) Ａ

13,000ha
(100%)

101.1%
(平成22年度) (平成28年度) (平成28年度) (平成29年度)

決算（見込）額
（千円）

年度
平成26年度
（決算額）

平成27年度
（決算額）

平成28年度
（決算（見込）額）

施策名 1 魅力ある農業・農村の再興
施策担当
部局

農林水産部

「宮城県震災
復興計画」に
おける体系

政策名 4 農林水産業の早期復興
評価担当
部局

（作成担当
課室）

平成29年度
（決算（見込）額）

県事業費

農林水産部
（農業振興課）

【農業・林業・水産業】

施策の方向

（「宮城の
将来ビジョン
・震災復興
実施計画」の
行動方針）

❶生産基盤の復旧及び営農再開支援
◇　東日本大震災に係る農地・農業用施設等の復旧復興のロードマップに基づき，関連事業と調整を図りながら，引き続き生産基盤
の復旧を図る。
◇ 被災した農業生産施設や農業機械の一体的な整備を推進するとともに，農業経営の再建に向け専門家による経営指導等を行
う。
◇ 被災した農業者の負担軽減を図るため，各種制度資金の融通の円滑化を図る。
◇ 被災した農業団体の施設・設備等の再建を支援します。また，被災した土地改良区などの農業関係団体を支援するため，借入金
償還の軽減などを図る。
❷新たな地域農業の構築に向けた生産基盤の整備
◇　津波の被害が著しい未整備の農地を中心に，農地の面的な集約，経営規模の拡大等を図り，競争力のある経営体を育成するた
め，大区画ほ場整備等，生産基盤の整備を行います。同時に，防災集団移転促進事業で市町が買い取る住宅跡地等を集積・再配
置し，公共用地等の創出など，土地改良法の換地制度を活用し，土地利用の整序化を行う。
◇ 津波による被災市町において，地域農業の将来像を描いた計画を作成し，その実現に向け農地集積等に必要な取組を支援す
る。
❸競争力ある農業経営の実現
◇　競争力のある農業経営を実現するため，多様な担い手の参入や共同化・法人化，６次産業化などに向けた支援を行う。
◇　大規模な土地利用型農業を実現するため，地域水田農業を支える認定農業者や農業法人等，地域の中心となる経営体への農
地集積を図るとともに，農業用施設や機械などの導入を支援する。
◇　園芸団地を整備する取組等を支援し，被災地域をリードする園芸産地の復興を図ります。また，畜産経営体の施設機械整備を
支援するとともに，能力の高い雌牛の導入等を行い生産基盤の復興を図る。
◇　他産業のノウハウを積極的に取り込むなど，付加価値の高いアグリビジネスの振興を図る。
❹にぎわいのある農村への再生
◇　都市と農村の交流を推進して，農村地域の活性化を実現する農村振興に向けた取組を支援する。
◇　農村の持つ多面的機能維持のため，地域主体による地域資源の保全管理の取組を支援し，防災対策や自然環境，景観を意識
した活力のある農村の形成を図る。

53,422,651 53,255,950

平成29年度政策評価・施策評価基本票

評価対象年度 平成28年度 施策評価シート（震災復興用） 政策 4 施策 1

(指標測定年度) (指標測定年度) (指標測定年度) 達成率

103,424,657 -

(指標測定年度)

※決算（見込）額は再掲分含む

目標
指標
等

　■達成度　　Ａ：｢目標値を達成している｣（達成率 100%以上）　　　Ｂ：｢目標値を達成しておらず，達成率が80%以上100%未満｣
　　　　　　　　　　 Ｃ：｢目標値を達成しておらず，達成率が80%未満｣　　 Ｎ：「実績値が把握できない等の理由で，判定できない」

2
津波被災地域における農地復興整備面積（ha）
［累計］

0ha
(0%) 6,376ha 6,144ha

Ｂ
6,950ha

(平成24年) (平成28年) (平成28年) 96.4% (平成29年)

3 被災地域における先進的園芸経営体（法人）数
22法人 43法人 38法人

Ｂ
50法人

(平成24年) (平成28年) (平成28年) 88.4% (平成29年)

4 高能力繁殖雌牛導入・保留頭数（頭）［累計］
1,800頭 7,200頭 7,838頭

Ａ
9,000頭

(平成25年) (平成28年) (平成28年) 111.8% (平成29年)

5
効率的・安定的農業経営を営む担い手への農地利用
集積率（％）

62.5% 66.0% 51.6%
Ｃ

63.0%

(平成23年) (平成27年) (平成27年) 78.2% (平成29年)
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評価の視点：※

概ね順調■　施策評価　（原案）

目標
指標
等

・一つ目の指標「津波被災農地の復旧面積」は，達成率は101.1%，達成度「Ａ」とした。
・二つ目の指標「津波被災地域における農地復興整備面積」は，達成率は96.4%，達成度「B」とした。
・三つ目の指標「被災地域における先進的園芸経営体（法人）数」は，達成率は88.4%，達成度「B」とした。
・四つ目の指標「高能力繁殖雌牛導入・保留頭数」は，達成率は111.8%，達成度「A」とした。
・五つ目の指標「効率的・安定的農業経営を営む担い手への農地利用集積率」は，51.6%であり，達成率は78.2%，達成度「C」とした。

県民
意識

・平成28年県民意識調査において，重視度については高重視群が59.5%と高く，満足度については満足群が33.9%，「分からない」が44.9%であ
る。
・満足群・不満群の割合による区分は「Ⅲ」に該当する。沿岸部と内陸部の割合の差はほとんどなく，不満群の割合21.3%は23施策中7番目に
高い数値であることから，施策「魅力ある農業・農村の再興」については全県的に不満の度合いが小さくないと考えられる。

社会
経済
情勢

・東日本大震災による津波被害を受けた沿岸部の農地及び損壊した農業用施設の復旧，そして，浸水被害を受けた地域においては，市町の
作成した復興計画の実現に向け，農地等の再編整備や生産体制の支援等を図っているが，行政や施工業者のマンパワー不足や農業者の居
住地が分散していること等により，膨大な事務や地域の合意形成など各種調整の遅れが懸念されており，継続した人的支援が必要な状況にあ
る。

事業
の成
果等

・「❶生産基盤の復旧及び営農再開支援」では，復旧が必要な農地13,000ｈａのうち12,895ha（累計）の復旧に着手しており，概ね順調に推移
していると考えられる。
・「❷新たな地域農業の構築に向けた生産基盤の整備」では，農地の再編や生産基盤施設等の整備に係る各事業で大区画のほ場整備や農
業水利施設の遠隔監視・操作集中管理システムの整備に向けた実施計画の策定など成果が出ており，概ね順調に推移していると考えられる。
・「❸競争力ある農業経営の実現」では，東日本大震災農業生産対策事業により共同利用施設の復旧整備，営農再開に必要な農業機械等の
導入など多くの事業で成果が出ており，概ね順調に推移していると考えられる。
・「❹にぎわいのある農村への再生」では，都市との交流や農村の多面的機能維持に係る多くの事業で成果が出ており，代表的事業である多
面的機能支払事業では，平成27年度は，69,504ｈａ・946組織，平成28年度は，72,101ｈａ・983組織に取組が増加しており，概ね順調に推移し
ていると考えられる。

・以上により，施策の目的である「魅力ある農業・農村の再興」は概ね順調に推移していると判断する。

・農地復旧・除塩対策が必要な農地13,000haのうち，平成28年度までに着
手した12,895haを除く残る約105haの復旧が必要となっている。また，復旧
が必要な排水機場47施設のうち，本復旧に着手した46施設を除く残る1施
設の本復旧工事が必要となっている。

・甚大な津波被害地域においては，農地を復旧するに当たり，競争力強
化に向けたほ場の大区画化など，農地などの再編整備が必要となってい
る。特に大規模にほ場整備を実施している仙南地域沿岸部における事業
実施地区においては，同一地区内であっても，海沿いの区域とそれ以外
の区域（西側）とでは津波被害の程度が異なっており，特に甚大な被害を
受けた海沿いの区域では関係市町の復興まちづくり計画や他事業との調
整に時間を要している。

・震災により崩壊した地域農業の復興を図るには，被災した農業生産施設
や農業機械等の整備とともに，担い手の育成や農地の集積等が課題だ
が，平成27年度の集積率は51.6%であり，更なる向上が必要とされている。

・平成28年度の園芸施設の復旧率は97%，被災地域の先進的園芸経営体
は38法人であり，被災した園芸産地を復活させ，地域農業の牽引役として
園芸振興を図っていくためには，引き続き園芸施設の整備や先進的技術
の取組推進が必要である。また，法人化や組織化に伴う大幅な規模拡大
や，土耕栽培から養液栽培への転換が進んでおり，こうした変化への対応
が求められている。

・東日本大震災に係る農地・農業用施設の復旧・復興のロードマップに基
づき，農地の復旧や除塩対策を計画的に進めるとともに，排水機場等の
農業用施設等の復旧工事を実施し，生産基盤の早期復旧を図る。

・関係市町の未整備区域のほ場整備を実施し，単なる復旧にとどまらない
大区画ほ場整備事業の推進を図る。あわせて，復興まちづくり計画を踏ま
えた土地利用計画を実現するための関係者との調整を支援する。

・被災した農業生産施設や農業機械の一体的な整備を支援するとともに，
中間管理事業等の推進による担い手への農地集積や地域農業の将来像
を描いた計画の作成とその実現に向けた取組に対して，各圏域の実状を
踏まえて支援する。

・引き続き園芸施設の整備や先進的技術の導入・普及の取組等を推進す
るとともに，大規模園芸施設の整備や組織化・法人化が進んでいる地域
においては，経営体の早期経営安定に向けて必要な支援を行い園芸産
地の復興を図る。

施策を推進する上での課題と対応方針　（原案）

課題 対応方針

評価の理由

目標指標等，県民意識，社会経済情勢，事業の実績及び成果等から見て，施策に期待される成果を発現させ
ることができたかという視点で，総合的に施策の成果を評価する。
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指標測定年度

5,826

99.7% 90.8%

実績値の
分析

・関係市町の復興まちづくり計画との調整による遅延や他事業との調整による遅延により，
目標に達していない状況にある。
・平成29年3月14日に再度見直したロードマップにより，平成27年度までに着手できなかっ
た区域は，平成28～29年度に着手予定。

全国平均
値や近隣
他県等と
の比較

-

96.4% -

津波被災地域における農地復
興整備面積（ha）
［累計］

達成率

- 3,877

目標値の
設定根拠

・平成28年3月10日に見直した「東日本大震災に係る農地・農業用施設の復旧復興のロー
ドマップ」により，東日本大震災復興交付金を活用した農地整備事業の農地整備面積，及
び直轄特定災害復旧事業（関連区画）の農地整備面積の合計値7,000ｈａを目標値に設
定。

目標値の
設定根拠

6,376

H28

2

目標指標等名
（下段：説明）

評価対象年度 初期値 H26 H27 H28 H29

目標値

3,864

［ストック型の指標］

6,144 -実績値

6,950

5,290

-

4

H26 H27 H28

平成29年度政策評価・施策評価基本票

施策 1

目標指標等の状況

政策評価対象年度 平成28年度

H24 H26 H27

0

初期値 H29

H27 H29

- 95.6% 97.5% 101.1%

　■達成率（%）　　フロー型の指標：実績値／目標値　　ストック型の指標：（実績値－初期値）／（目標値－初期値）
　　　　　　　　　　目標値を下回ることを目標とする指標：（初期値－実績値）／（初期値－目標値）

1

目標指標等名
（下段：説明）

-

13,000ha

(100.0%)

11,930ha

(91.8%)

12,895ha

(99.2%)

-

評価対象年度

［ストック型の指標］
目標値

達成率

指標測定年度 H22 H26 H28津波被災農地の復旧面積
（ha）［累計］

農地復旧・除塩対策の施工面
積（ha）

12,760ha

0ha

11,500ha

(88.5%)

10,994ha

(84.6%)

H29

東日本大震災復興交付金を
活用した農地整備事業及び直
轄災害復旧事業（関連区間）
の整備実施地区面積(ha)

・平成24年1月31日に公表（平成29年3月14日改定）した「東日本大震災に係る農地・農業
用施設の復旧・復興のロードマップ」で示した農地復旧・除塩対策が必要な農地13,000ｈａ
を目標値に設定。

実績値

(98.2%)

12,230ha

(94.1%)

(0%)

-

実績値の
分析

・農地復旧は除塩も含め順調に進んできた一方で，災害復旧事業と合わせ復興交付金を
活用した農地整備事業との一体施工も計画的に推進している。沿岸部で被害が甚大な地
域の復旧にあたっては，他事業との調整や入札不調もあり未だ目標値に達していない状況
にあるが，平成30年3月末までに地元に引き渡し営農可能となるよう，復旧作業を継続して
実施している。
・平成28年度末　完了面積12,489ha（97.3％）

全国平均
値や近隣
他県等と
の比較

-

0

2000

4000

6000

8000

10000

12000

14000

H22 H26 H27 H28 H29

目標 

実績 

0

1000

2000

3000

4000

5000
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7000

8000

H24 H26 H27 H28 H29

目標 

実績 
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-

7,838 -1,800 4,032

38

実績値

H27

50

H25

・震災後，大きな被害を受けた沿岸部の園芸産地では，単なる復旧にとどまらない復興に
向けて，農業生産法人が雇用により先進的な施設園芸に取り組むなど，民間企業等との連
携による新たな動きが活発化している。このことから，新たに大規模園芸に取り組む農業法
人を育成することで，創造的復興に取り組む。
・なお，平成27年度に「みやぎ園芸特産振興戦略プラン」の見直し作業を行い，プランの中
にも指標として設定している。

実績値 22 25 30

9,000

H29指標測定年度

政策 4 施策

124.0% 115.5%

-

H26 H27

達成率

H28 H29

5,957

［ストック型の指標］

29

目標指標等名
（下段：説明）

評価対象年度 初期値 H26 H27

目標値 - 3,600 5,400

高能力繁殖雌牛導入・保留頭
数（頭）［累計］

目標値の
設定根拠

1

-

指標測定年度 H24 H26 H27

目標値

H28

83.3% 88.4%86.2%

目標指標等の状況

H29

被災地域における先進的園芸
経営体（法人）数

宮城県調べ

H28 H29

- 36 43

平成28年度

［フロー型の指標］

　■達成率（%）　　フロー型の指標：実績値／目標値　　ストック型の指標：（実績値－初期値）／（目標値－初期値）
　　　　　　　　　　目標値を下回ることを目標とする指標：（初期値－実績値）／（初期値－目標値）

3

全国平均
値や近隣
他県等と
の比較

-

111.8% -

目標値の
設定根拠

・平成29年度開催の全国和牛能力共進会に向け，県・市町村・農協等関係団体が，各種
支援を実施し，高能力繁殖雌牛の導入・保留を進めている。繁殖雌牛の導入・保留は，肉
用牛基盤の整備の基礎となるものであるとともに高能力雌牛を整備することは，優良産子
の生産に直結し，宮城県の肉用牛の評価向上につながる。

実績値の
分析

・各団体の支援により計画を上回って導入・保留が進んでいる。
・農家戸数は減少しているものの全国和牛能力共進会に向け，生産者にも優良雌牛の整
備の機運が高まっている。

4

目標指標等名
（下段：説明）

評価対象年度 初期値

達成率

7,200

H28

県内の導入保留頭数の内本
原登録頭数（頭）

-

評価対象年度

実績値の
分析

・農業法人への実態調査等を通じて実績を把握している。震災後，新たに施設園芸や土
地利用型露地園芸等に取り組む農業法人が増えており，先進的園芸経営体数は昨年度
から8経営体増加した。

全国平均
値や近隣
他県等と
の比較

・園芸作物等の産出額(平成27年)は，全国の前年対比105.6%に対し，本県は109.3%増加と
震災後の復旧がすすんでいることから，増加率は高くなっている。
・また，復興事業を活用し，沿岸部に大規模な園芸施設が数多く整備されてきていることか
ら，大規模な園芸経営体が増加していることがうかがえる。

平成29年度政策評価・施策評価基本票

H26
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目標値の
設定根拠

・「みやぎ食と農の県民条例基本計画」において，優良な生産基盤の確保と有効活用を図
る指標として，平成32年度の「効率的・安定的農業経営を営む担い手への農地利用集積
率」を72%に設定している。これをもとに按分し，年度毎の目標値を設定している。

実績値の
分析

・農地集積の対象者である担い手は，これまで，認定農業者，基本構想水準到達者，特定
農業団体及び今後育成すべき農業者の4者であったが，平成25年度から，今後育成すべ
き農業者を除いた3者となったため，集積率は48.0%と減少した。
・その後，主に農地中間管理事業の推進により農地集積は着実に進み，平成27年度の集
積率は，目標と比べると低いものの51.6%に達した。

全国平均
値や近隣
他県等と
の比較

・東北各県の農地利用集積率は，平成28年3月末時点で，青森県50.2%，岩手県 49.4%，
秋田県64.6%，山形県60.2%，福島県30.2%に対し，本県の集積率は51.6%と東北6県中3番
目となっている。

78.2% -

目標値 -
［フロー型の指標］

優良農地の確保のため，効率
性と安定性を備えた低コスト農
業経営を行う事が可能な農地
整備

実績値 62.5% 48.0% 48.9% 51.6% -

達成率 - 75.5% 75.5%

63.6% 64.8% 66.0%

目標指標等の状況

　■達成率（%）　　フロー型の指標：実績値／目標値　　ストック型の指標：（実績値－初期値）／（目標値－初期値）
　　　　　　　　　　目標値を下回ることを目標とする指標：（初期値－実績値）／（初期値－目標値）

平成29年度政策評価・施策評価基本票

評価対象年度 平成28年度 政策 4 施策 1

5

目標指標等名
（下段：説明）

評価対象年度 初期値 H26 H27 H28 H29

効率的・安定的農業経営を営
む担い手への農地利用集積
率（％）

指標測定年度 H23 H25 H26 H27 H28

67.2%
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※ 沿岸部　：　沿岸15市町
内陸部　：　沿岸部以外の市町村

調査実施年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

1,073

16.7%
22.7%

15.9%
21.8%

不満 6.9% 6.0% 5.9%

30.0%
4.8%

35.4%
やや満足 26.8% 25.6% 30.6%

42.9%

1,068

1,083

8.5%
10.5%

9.2%
12.1%

重要ではない 2.3% 2.0% 2.9%

4.4%

やや不満 不満群
の割合

18.8%
25.7%

分からない

満　　　足

47.4%

1,074

30.8%
62.5%

26.7%
62.5%

やや重要 33.7% 31.7% 35.8%

27.1% 25.4%内
　
陸
　
部

この
施策に
対する
重視
度

重　　　要 高重視群
の割合

35.3%
69.0%

あまり重要で
はない 低重視群

の割合

6.5%
8.8%

分からない 22.3%

調査回答者数 1,015

42.7%

この
施策に
対する
満足
度

調査回答者数 1,006

満足群
の割合

4.8%
31.6%

689

17.8%
22.4%

15.1%
20.6%

不満 6.6% 4.6% 5.5%

28.8%
2.6%

31.0%
やや満足 25.6% 26.2% 28.4%この

施策に
対する
満足
度

満　　　足 満足群
の割合

5.4%
31.0%

2.6%

やや不満 不満群
の割合

18.4%
25.0%

分からない 44.1% 48.9% 48.3%

調査回答者数 653 653

654 698

12.4%
16.5%

11.2%
15.9%

重要ではない 3.3% 4.1% 4.7%

26.9%
57.9%

22.6%
55.0%

やや重要 34.7% 31.0% 32.4%

沿
　
岸
　
部

この
施策に
対する
重視
度

重　　　要 高重視群
の割合

30.8%
65.5%

あまり重要で
はない 低重視群

の割合

9.3%
12.6%

分からない 22.0% 25.5% 29.1%

調査回答者数 669

1,786

16.9%
22.4%

15.6%
21.3%

不満 6.7% 5.5% 5.7%

29.7%
3.9%

33.9%
やや満足 26.4% 26.0% 30.0%この

施策に
対する
満足
度

満　　　足 満足群
の割合

5.0%
31.4%

3.7%

やや不満 不満群
の割合

18.6%
25.3%

分からない 43.3% 48.0% 44.9%

調査回答者数 1,690 1,761

1,716 1,772 1,805

9.9%
13.4%

重要ではない 2.6% 2.8% 3.5%

あまり重要で
はない 低重視群

の割合

7.6%
10.2%

9.9%
12.7%

県民意識調査結果

（調査名称） （平成26年県民意識調査） （平成27年県民意識調査） （平成28年県民意識調査）

県
　
全
　
体

この
施策に
対する
重視
度

重　　　要 高重視群
の割合

33.4%
67.6%

29.2%
60.6%

25.0%
59.5%

やや重要 34.2% 31.4% 34.5%

分からない 22.2% 26.7% 27.0%

調査回答者数

平成29年度政策評価・施策評価基本票

評価対象年度 平成28年度 政策 4 施策 1

592



農林水産部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性

平成29年度政策評価・施策評価基本票

施策

宮城県震災復興推進事業

評
価
番
号

平成28年度
決算見込額
（千円） 事業の状況

事業主体等 特記事項

評価対象年度 平成28年度 政策 4

事
業
番
号

事　業　名

1

1

事業概要 平成28年度の実施状況・成果

農村振興課，農村
整備課

ビジョン

妥当
成果があっ

た
効率的 維持

H26 H27 H28 H29
関連：取組6

13,843,894 9,392,856 19,886,819 -

➊
０１

東日本大震災災
害復旧事業（農村
整備関係）

19,886,819

　震災により著しく損なわれた農業生産力の維
持・向上を図るため，農地・農業用施設等の復旧
工事を実施することにより，生産基盤の早期回復
を図る。

・国営仙台東地区では約1,340haで区画整理工事に
着手し，約960haが完成した。
・被災した農地965haの復旧に着手した。
・被災した排水機場2か所の本復旧に着手した。
・被災した海岸施設8か所が完成した。

緊
急

農林水産部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
4①❷に再掲 ①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

2

事業概要 平成28年度の実施状況・成果

農産園芸環境課，
畜産課

ビジョン

妥当
成果があっ

た
概ね効率的 維持

H26 H27 H28

-

❶
０２

東日本大震災農
業生産対策事業

933,741

　農業・経営の早期再生のため，被災した施設
等の改修，再編整備，農業機械の再取得，被災
農地の生産性回復の取組等に対して助成する。

・共同利用施設の復旧及び再編整備のほか，営農の
再開に必要な農業機械や資機材の導入を支援した。
・農作物への放射性物質の吸収抑制を図るため，7市
町，約9,725ｈａにおいてカリ質肥料の施用が行われ
た。
・被災農地の地力回復を図るため，約113ｈａにおいて
土壌改良資材の施用が行われた。
・家畜の改良体制の再構築を目的として優良種畜・受
精卵の導入などを実施した。

緊
急

農林水産部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
4①❸に再掲 ①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

H29
関連：取組6

1,173,788 1,103,599 933,741

3

事業概要 平成28年度の実施状況・成果

❶
０５

被災地域農業復
興総合支援事業

1,025,987

　被害を受けた市町村が実施する農業用施設の
整備及び農業用機械の導入を総合的に支援
し，地域の意欲ある多様な経営体の育成・確保
及び早期の営農再開を支援する。

・交付実績 3市町
（山元町，石巻市，南三陸町）

③効率性 次年度の方向性

農業振興課

ビジョン

妥当
成果があっ

た
概ね効率的 維持

H26 H27 H28 H29
関連：取組6

2,932,258 3,077,595 1,025,987 -

4

事業概要 平成28年度の実施状況・成果

農業振興課

ビジョン

概ね妥当
ある程度

成果があっ
た

－ 維持

H26 H27 H28 H29
関連：取組6

- - - -

❶
０６

耕作放棄地活用
支援事業

-

　被災した農業者や農業法人が，県内の耕作放
棄地を活用して営農を再開する取組に対して支
援します。

・県内の耕作放棄地を活用した地区に対して継続支
援を行った。

緊
急

農林水産部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性
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-

5

事業概要 平成28年度の実施状況・成果

農業振興課

ビジョン

妥当
成果があっ

た
効率的

❶
０７

農業制度資金活
用者等経営支援
事業

726

　被災農業者の経営体等に対して，民間の専門
家等を活用し，経営の再建・継続・発展に向けて
支援します。

・県内6経営体を対象に支援を行い，うち3経営体に中
小企業診断士等の専門家を活用した経営の改善と発
展に向けたコンサルテーションを実施し，資金繰り管
理の改善や経営継承に向けた取組の開始等，課題の
解決が図られた。

農林水産部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

-
維持

H26 H27 H28 H29
関連：取組6

466 561 726

6-
1

事業概要 平成28年度の実施状況・成果

農林水産経営支
援課

ビジョン

妥当
成果があっ

た
効率的 維持

H26 H27 H28 H29
関連：取組11

740 535 335

❶
０９
-1

東日本大震災農
林業災害対策資
金利子補給事業

335

　災害復旧の促進及び経営の維持・回復を図る
ため，震災及び東京電力株式会社福島第一原
子力発電所の事故に伴う出荷停止等による損害
を受けた農林業者に対して，災害対策資金の円
滑な融通を図る。

・平成24年12月で貸付が終了したため，平成28年度
は過年度利子補給のみ
　　利子補給額　7市町　335千円

緊
急

農林水産部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

6-
2

事業概要 平成28年度の実施状況・成果

農林水産経営支
援課

ビジョン

妥当
成果があっ

た
効率的 維持

H26 H27 H28

❶
０９
-２

市町村農林業災
害対策資金特別
利子助成事業

84

　災害復旧の促進及び経営の維持・回復を図る
ため，震災及び東京電力株式会社福島第一原
子力発電所の事故に伴う出荷停止等による損害
を受けた農林業者に対して，災害対策資金の円
滑な融通を図る。

・平成24年12月で貸付けが終了したため，平成28年
度は過年度利子補給のみ
　　利子補給額　7市町　84千円

緊
急

農林水産部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

H29
関連：取組11

185 134 84 -

7

事業概要 平成28年度の実施状況・成果

農林水産経営支
援課

ビジョン

妥当
成果があっ

た
効率的 廃止

H26

❶
１３

農業団体被災施
設等再建整備支
援事業

242,800

　被災地域の農業の再生を図るため，震災により
甚大な被害を受けた農業団体（協同組合等）の
施設・設備等の再建を支援し，当該団体の運営
基盤の復興・強化を図る。

・補助実績　1団体　（仙台農協）
支店の再建整備を支援
・事業年度終了により廃止

農林水産部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

-

H27 H28 H29
関連：取組6

291,202 155,065 242,800

8

事業概要 平成28年度の実施状況・成果

農林水産経営支
援課

ビジョン

妥当
ある程度

成果があっ
た

概ね効率的 維持

H26 H27 H28 H29
取組１１

784,170 789,076 780,512 -

❶
１４

農林水産金融対
策事業

780,512

　農林水産業者が経営改善や規模拡大等に取
り組む場合に必要な資金について，円滑な融通
と負担軽減を図り，経営の安定と競争力の強化
に取り組む。

・制度資金説明会等の開催(6回)
・利子の補給(175,694千円)
・融資機関への預託(599,299千円)
・その他(5,519千円)

農林水産部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
4③❶に再掲 ①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

地創1(1)②
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H29
関連：取組6

9

事業概要 平成28年度の実施状況・成果

農村振興課

ビジョン

妥当
成果があっ

た
効率的 維持

H26 H27 H28

1,825 1,612 1,844 -

❶
１６

自治法派遣職員・
任期付職員専門
研修事業

1,844

　農業農村整備事業に携わる地方自治法による
派遣職員や任期付職員の能力向上を目指して，
災害復旧・復興を主体とした技術研修を実施す
るとともに，再生期に求められる人材を育成する
ため，技術力の強化・継承，人づくりを充実させ
る。
　また，地方自治法による職員の派遣をいただ
いている都道県の要請に基づき派遣元における
セミナーを実施する。

・積算システム・CAD等の技術研修の開催　3回
　受講者　延べ72人
・専門技術研修への派遣　　6人
・地方自治法派遣元セミナーの開催　12回

農林水産部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

12

事業概要 平成28年度の実施状況・成果

農村振興課

ビジョン

妥当
成果があっ

た
効率的 廃止

H26 H27 H28 H29
関連：取組6

20,056 3,290 22,140 -

❷
０２

復興整備実施計
画事業（農村整備
関係）

22,140

　甚大な津波被害区域において，農地の再編整
備や施設整備に係る地域の諸条件等について
の調査・計画及び設計を行い，農業生産基盤整
備の実施計画を策定する。

・松島町の手樽地区について，復興に必要となるほ場
の大区画化や汎用化，農業用用排水施設の整備とし
て，農山漁村地域復興基盤総合整備事業の実施計
画の策定を完了し，整備事業に移行することが出来
た。

緊
急

農林水産部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

13

事業概要 平成28年度の実施状況・成果

農村振興課，農村
整備課

ビジョン

妥当
成果があっ

た
効率的 維持

H26 H27 H28 H29
関連：取組6

13,843,894 9,392,856 19,886,819 -

❷
０３

東日本大震災災
害復旧事業（農村
整備関係）

19,886,819

　震災により著しく損なわれた農業生産力の維
持・向上を図るため，農地・農業用施設等の復旧
工事を実施することにより，生産基盤の早期回復
を図る。

・国営仙台東地区では約1,340haで区画整理工事に
着手し，約960haが完成した。
・被災した農地965haの復旧に着手した。
・被災した排水機場2か所の本復旧に着手した。
・被災した海岸施設8か所が完成した。

緊
急

農林水産部
4①❶ 再掲 事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

11

事業概要 平成28年度の実施状況・成果

❶
１８

先進的農業被災
地導入支援事業

100,000

　被災地域において，知事が指定する国の先進
的なプロジェクトを活用し，農業の創造的な復興
に取り組む被災農業者に対して助成する。

・国の先進的プロジェクトに係るモデル施設の竣工に
伴い，石巻北上地区の被災農業者に対して助成を
行った。
・農業の創造的復興モデルとして,取組状況や得られ
た成果を県内外に広く情報発信している。

農林水産部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
4①❸に再掲 ①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

農林水産政策室，
農産園芸環境課

ビジョン

妥当
ある程度

成果があっ
た

概ね効率的 維持

H26 H27 H28 H29
関連：取組6

- - 100,000 -

10

事業概要 平成28年度の実施状況・成果

❶
１７

次世代施設園芸
導入加速化対策
事業

810,688

　被災農業者等が，地域資源エネルギーや高度
な環境制御などの先端技術を取り入れ，周年生
産から調製・出荷までを一体的に行う被災地域
の拠点となる次世代型の大規模園芸施設整備
の取組等に対して助成する。

・石巻北上地区において，先端技術を導入した大規
模園芸施設のモデル拠点整備を進め，平成28年8月
末に完成した。
・種苗生産から集出荷までの一貫体制と高度な環境
制御システム活用による高度な生産体制，地域資源
エネルギーを有効活用する暖房システム等，次世代
施設園芸のモデルとして，地域に情報を発信し，次世
代施設園芸の導入促進を図っている。

農林水産部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
4①❸に再掲 ①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

農産園芸環境課

ビジョン

妥当
ある程度

成果があっ
た

概ね効率的 維持

H26 H27 H28 H29
関連：取組6

10,476 22,829 810,688 -

595
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事業概要 平成28年度の実施状況・成果

農村整備課，農地
復興推進室

ビジョン

妥当
ある程度

成果があっ
た

概ね効率的 維持

H26 H27
関連：取組6

14,080,377

❷
０４

東日本大震災復
興交付金事業（農
村整備関係）

39,932,179

　津波により被災した農村地域において，農山
漁村地域の復興に必要な生産基盤の総合的な
整備を実施する。
　あわせて，認定農業者等，将来の農業生産を
担う者への農用地の利用集積を図る。

・農地整備事業ほか3事業,18地区において,農地の区
画整理545ｈａや暗渠排水工1,350ｈａ，排水機場の整
備を行った。
・農地集積を推進するための指導・調査調整等の活
動を13地区で行った。
・平成28年度実績54回(計画38回）

緊
急

農林水産部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

25,029,098 39,932,179 -

H28 H29

15

事業概要 平成28年度の実施状況・成果

農村整備課

ビジョン

妥当
ある程度

成果があっ
た

概ね効率的 維持

H26 H27

❷
０５

農村地域復興再
生基盤総合整備
事業（農村整備関
係）

15,483,916

　被災した農地・農業用施設等について，被災
地等の農業が速やかに再生できるよう農業生産
基盤等の整備を総合的に実施することにより，東
日本大震災からの復興を円滑かつ迅速に推進
し，安全で安心して暮らせる地域の再生を図る。

・農地整備事業ほか3事業,29地区において,農地の区
画整理422ｈａや暗渠排水工363ｈａ,排水機場及び情
報基盤の整備に着手した。
・農地集積を推進するための指導・調査調整等の活
動を14地区で行った。
・平成28年度実績39回(計画28回）

農林水産部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

H28 H29
関連：取組6

3,772,949 630,012 15,483,916 -
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事業概要 平成28年度の実施状況・成果

農業振興課

ビジョン

妥当
ある程度

成果があっ
た

効率的 廃止

H26 H27 H28 H29
取組6

264 269 228 -
地創1(2)③

❸
０１

農業参入支援事
業

228

　被災地域においては，農地や農業生産施設は
もとより，農業の中核的人材も失うなど，地域全
体の農業生産力の減退が懸念されることから，
民間投資を活用した農業生産力の維持・向上，
地域農業の活性化，雇用の促進に資するため，
企業の農業参入を推進する。

・地域農業の新しい担い手として企業の農業参入を
促進するため，参入パンフレットを1,500部作成し，相
談の窓口となる関係機関・団体を中心に配布した。
・参入意識の醸成を図るため，セミナーを開催し，67
人が参加した。
・平成28年度終期到来のため廃止

緊
急

農林水産部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性
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事業概要 平成28年度の実施状況・成果

農産園芸環境課，
畜産課

ビジョン

妥当
成果があっ

た
概ね効率的 維持

H26 H27 H28 H29
関連：取組6

1,173,788 1,103,599 933,741 -

❸
０２

東日本大震災農
業生産対策事業

933,741

　農業・経営の早期再生のため，被災した施設
等の改修，再編整備，農業機械の再取得，被災
農地の生産性回復の取組等に対して助成する。

・共同利用施設の復旧及び再編整備のほか，営農の
再開に必要な農業機械や資機材の導入を支援した。
・農作物への放射性物質の吸収抑制を図るため，7市
町，約9,725ｈａにおいてカリ質肥料の施用が行われ
た。
・被災農地の地力回復を図るため，約113ｈａにおいて
土壌改良資材の施用が行われた。
・家畜の改良体制の再構築を目的として優良種畜・受
精卵の導入などを実施した。

緊
急

農林水産部
4①❶ 再掲 事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

18

事業概要 平成28年度の実施状況・成果

❸
０５

食料生産地域再
生のための先端
技術展開事業（農
業関係）

53,828

　津波被災農地を新たな食料供給基地として再
生させるため，県や独法の試験研究機関，民間
企業，大学等に蓄積されている多様な先端技術
を組み合わせ最適化し，農業法人等のほ場にお
いて大規模実証を行う。
　あわせて，実証された先端技術を体系化し，新
しい産業としての農業を支える技術として発信す
ること等により，復旧・復興に活用する。

・土地利用型作物，露地野菜，施設園芸，果樹，花
き，経営診断分野等の6課題に取り組んだ。
・生産コスト削減及び収益増加などが実証され，成果
が出てきている。成果は，研修会，セミナーなどで農
業改良普及センターや生産者等に伝達している。
・終了課題があり，課題数が減少したため，事業を縮
小する。

緊
急

農林水産部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

農業振興課

ビジョン

妥当
ある程度

成果があっ
た

概ね効率的 縮小

H26 H27 H28 H29
関連：取組6

66,844 54,784 53,828 -

596
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事業概要 平成28年度の実施状況・成果

農産園芸環境課

ビジョン

妥当
ある程度

成果があっ
た

概ね効率的 維持

H26 H27

❸
１０

園芸振興戦略総
合対策事業

9,001

　園芸産地の構造改革を進め，競争力を強化す
るとともに，技術的な課題の解決，県産農産物の
認知度向上や販売対策の展開により園芸特産
品目産出額の向上を図る。

・平成27年度に改訂した「みやぎ園芸特産振興戦略
プラン」の実現に向け，セミナー等を実施。また，各圏
域で推進会議，研修会を開催した。
・加工業務用野菜の産地化に向けて，実証ほ等を設
置した。
・先進的園芸経営体支援チームの活動を中心に先進
的園芸経営体の育成に重点的に取り組んだ。

農林水産部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

地創1(1)⑧

H28 H29
取組6

7,449 8,262 9,001 -

20

事業概要 平成28年度の実施状況・成果

農産園芸環境課

ビジョン

妥当
成果があっ

た
概ね効率的 維持

H26 H27 H28 H29
関連：取組6

- 13,923 14,000 -

❸
１１

みやぎの農産物
直売所等魅力発
信支援事業

14,000

　農産物直売所等への周遊を促すスタンプラ
リーを実施するとともに，雑誌やフリーペーパー
を活用したＰＲなどにより，農産物直売所等への
集客及び販売額の拡大を図る。

・スタンプラリーの実施（8月31日～12月9日）
　応募数：8,280通
　参加店舗：139店舗
・キックオフイベントの実施(8月31日)
　「むすび丸」が参加しテープカット及び始スタンプ式
の実施により，マスコミ取材を誘致。
・メディアを活用したＰＲ
　雑誌，フリーペーパーなどのメディアを活用したＰＲ
を実施
・消費者バスツアーの実施　6コース
　　　　　催行日　参加者数　（応募者数）
　栗原　 9月29日　 31人　　（58人）
　蔵王　10月27日　31人　　（72人）
　登米　10月28日　31人　　（42人）
　丸森　11月23日　31人　　（66人）
　大崎　11月29日　31人　　（50人）
　亘理　 1月14日　31人　　（204人）
・ガイドブックの作成　1万5千部作成

農林水産部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

21

事業概要 平成28年度の実施状況・成果

畜産課

ビジョン

妥当
成果があっ

た

H29
関連：取組6

15,080 30,000 30,000 -

❸
１２

みやぎの子牛生
産基盤復興支援
事業

30,000

　「茂洋」号や「好平茂」号等の本県基幹種雄牛
産子の優良子牛の県内保留を支援し，県内の生
産基盤を強固にすることで，県内畜産業の復興
と畜産経営体の拡大を推進する。

・産子検査でA2級以上の優良な雌産子223頭の増頭
を促進した。

農林水産部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

効率的 拡充

H26 H27 H28

22

事業概要 平成28年度の実施状況・成果

❸
１３

大規模経営体育
成支援事業

4,435

　本県農業を牽引する先進的な大規模経営体の
育成を図るため，先端技術の導入や新規品目・
新規部門の導入により，経営の高度化を支援す
る。

・大規模土地利用型モデル経営体の設置　4法人
・モデル法人に対する水稲乾田直播栽培等支援
・経営の最適化診断
・効率的な生産管理等を行うICTシステム導入
・支援機関のネットワーク構築とネットワーク会議の開
催
・経営高度化研修会の開催　1回

農林水産部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

農業振興課

ビジョン

妥当
ある程度

成果があっ
た

概ね効率的 維持

H26 H27 H28 H29
取組11

- 3,990 4,435 -
地創1(1)⑧

597



地創1(1)⑧
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事業概要 平成28年度の実施状況・成果

食産業振興課

ビジョン

妥当
成果があっ

た
概ね効率的 維持

H26 H27 H28 H29
取組7

5,395 4,676 4,600 -

❹
０１

食育・地産地消推
進事業

4,600

　県内で生産される農林水産物に対する理解の
向上や消費・活用の促進を図るため，地産地消
を全県的に推進する。
　また，県産食材や地産地消の必要性について
理解を深めるため，食育を推進する。

・「地産地消の日」定着に向けたPR（ポケットティッシュ
作成・配布）を実施した。
・食育推進のため，宮城の「食」の情報発信を行う人
材を登録・派遣する「食材王国みやぎ伝え人（びと）」
事業や高校生地産地消お弁当コンテスト（応募数39
件，応募校数9校）を実施した。
・銀ざけ振興協議会と協力し，地産地消推進店でみ
やぎサーモンキャンペーンを実施した。
・飲食店での地産地消を推進するため，「食材王国み
やぎ料理人向け生産者ガイド」を作成した。

農林水産部
4④❸ 再掲 事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性
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事業概要 平成28年度の実施状況・成果

農村振興課

ビジョン

妥当
成果があっ

た
効率的 維持

H26 H27 H28 H29
取組30

222,079 237,392 247,951 -

❹
０２

中山間地域等直
接支払交付金事
業

247,951

　中山間地域等の条件不利地域において，農地
の荒廃を防ぎ，多面的機能を継続的，効果的に
発揮させるため，農業生産活動及びサポート体
制の構築を支援する。

・中山間地域等条件不利農地の保全活動支援
2,267ha(活動協定数　232協定）

農林水産部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

地創4(1)
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事業概要 平成28年度の実施状況・成果

農業振興課

ビジョン

妥当
成果があっ

た
効率的 維持

H26 H27 H28 H29
取組11

- 1,900 1,816

❸
１４

地域農業担い手
育成支援事業

1,816

　東日本大震災からの復興と地域の発展のた
め，その担い手となる認定農業者及び集落営農
組織の経営力の強化を支援する。

・農業改良普及センター単位で，経営体育成研修を
開催
・法人化支援，法人等の経営安定化支援のため，税
理士や中小企業診断士等の専門家派遣を行ってい
る。

農林水産部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

-
地創1(2)③
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事業概要 平成28年度の実施状況・成果

農産園芸環境課

ビジョン

妥当
ある程度

成果があっ
た

概ね効率的 維持

H26 H27

❸
１５

次世代施設園芸
導入加速化対策
事業

810,688

　被災農業者等が，地域資源エネルギーや高度
な環境制御などの先端技術を取り入れ，周年生
産から調製・出荷までを一体的に行う被災地域
の拠点となる次世代型の大規模園芸施設整備
の取組等に対して助成する。

・石巻北上地区において，先端技術を導入した大規
模園芸施設のモデル拠点整備を進め，平成28年8月
末に完成した。
・種苗生産から集出荷までの一貫体制と高度な環境
制御システム活用による高度な生産体制，地域資源
エネルギーを有効活用する暖房システム等，次世代
施設園芸のモデルとして，地域に情報を発信し，次世
代施設園芸の導入促進を図っている。

農林水産部
4①❶ 再掲 事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

H28 H29
関連：取組6

10,476 22,829 810,688 -
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事業概要 平成28年度の実施状況・成果

❸
１６

先進的農業被災
地導入支援事業

100,000

　被災地域において，知事が指定する国の先進
的なプロジェクトを活用し，農業の創造的な復興
に取り組む被災農業者に対して助成する。

・国の先進的プロジェクトに係るモデル施設の竣工に
伴い，石巻北上地区の被災農業者に対して助成を
行った。
・農業の創造的復興モデルとして,取組状況や得られ
た成果を県内外に広く情報発信している。

農林水産部
4①❶ 再掲 事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

農林水産政策室，
農産園芸環境課

ビジョン

妥当
ある程度

成果があっ
た

概ね効率的 維持

H26 H27 H28 H29
関連：取組6

- - 100,000 -
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決算（見込）額計 103,424,657

決算（見込）額計（再掲分除き） 81,688,809

効率的 維持

H26 H27 H28
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事業概要 平成28年度の実施状況・成果

農村振興課

ビジョン

妥当
成果があっ

た

❹
０３

多面的機能支払
事業

2,093,921

　農業・農村の多面的機能の維持・発揮を図るた
め，地域共同で行う，多面的機能を支える活動
や，地域資源の質的向上を図る活動を支援す
る。

・農地・水路等の基礎的な保全活動や農村環境の保
全のための活動を支援
72,101ha（活動組織数 983組織）

農林水産部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

583,470 2,010,266 2,093,921 -
地創4(1)

効率的 拡充

H26 H27 H28 H29
取組30
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事業概要 平成28年度の実施状況・成果

農村振興課

ビジョン

妥当
成果があっ

た

H29
関連：取組6

1,067 1,111 3,832

❹
０５

みやぎの農業・農
村復旧復興情報
発信事業

3,832

　東日本大震災の記録の継承，支援への感謝，
継続的な復興への支援及び防災対策の重要性
を喚起するため，パネル展等を開催し，復旧・復
興の情報発信に努める。

・復旧・復興パネル展開催　23回

農林水産部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性
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事業概要 平成28年度の実施状況・成果

農村振興課

ビジョン

妥当
成果があっ

た
効率的 拡充

H26 H27 H28 H29
取組5

69 2,943
地創1（1）⑨

-

8,026 -

❹
０６

みやぎ農山漁村
交流促進事業

8,026

　農林漁業体験受入に取り組む地域グリーン・
ツーリズム実践団体を対象とし，農山漁村におけ
る宿泊体験や情報発信ＰＲ活動等に係る事業費
を補助し，震災復興や都市と農山漁村の交流促
進を図り，新たなひとの流れをつくる。

・農山漁村絆づくり事業
　　申請団体数 4団体
　　取組学生数 1,151人
・地域グリーン・ツーリズムＰＲ事業
　　グリーン・ツーリズムＰＲ誌作成　1,000部

農林水産部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性
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